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平成 28 年３月 17 日 

各      位 

     上 場 会 社 名 西 華 産 業 株 式 会 社 

     代 表 者 代表取締役社長 薦 田 和 隆 

            （コード番号  8061 東証第１部） 

     問合せ先責任者 取 締 役  副 社 長 執 行 役 員  

             管 理 本 部 長 竹 中 健 一 

            （TEL 03－5221－7101） 

敷島機器株式会社の株式取得に関する譲渡契約書締結のお知らせ 

 当社は、本日開催の取締役会において、平成 28 年３月４日に開示しました「敷島機器株式会社の 

株式の取得に関する基本合意締結のお知らせ」のとおり、敷島機器株式会社（以下、敷島機器）の   

株式を取得し子会社とするため、譲渡契約を締結することについて決議しましたので、お知らせいた

します。 

記 

１．株式の取得の目的 

敷島機器は、昭和 50 年より三菱重工業株式会社製陸用・舶用エンジンの取り扱いを開始し     

三菱重工エンジンシステム株式会社北海道総代理店として道内一円に確固たる営業基盤を構築して 

おります。 

この度の敷島機器の子会社化により同社の事業を更に拡大させると共に、当社の北海道地区各支店

とのシナジー効果により収益の向上を目指して参ります。 

２．異動する子会社（敷島機器）の概要 

（１） 名 称 敷島機器株式会社 

（２） 所 在 地 北海道札幌市東区北七条東十八丁目１番 35 号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 石坂 利一 

（４） 事 業 内 容
内燃機関、漁撈機械、ディーゼル発電装置、その他機械器具の

製造、販売並びに施設工事など 

（５） 資 本 金 9,660 万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 50 年１月９日 

（７） 発 行 済 株 式 数 9,660 株（うち、自己株式 520 株） 

（８） 筆頭株主及び持株比率 株式会社敷島屋（56.9％） 

（９）
上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係

当社との間に記載すべき資本関係、人的関係及び特筆すべき

取引関係はありません。 

（10） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 25 年 12 月期 平成 26 年 12 月期 平成 27 年 12 月期 

 純 資 産 2,123 百万円 2,233 百万円 2,427 百万円

 総 資 産 3,917 百万円 3,564 百万円 3,835 百万円



- 2 - 

 １ 株 当 た り 純 資 産 232,313 円 244,409 円 265,555 円

 売 上 高 3,990 百万円 3,279 百万円 4,243 百万円

 営 業 利 益 234 百万円 210 百万円 336 百万円

 経 常 利 益 238 百万円 209 百万円 338 百万円

 当 期 純 利 益 143 百万円 119 百万円 202 百万円

 １株当たり当期純利益 15,750 円 13,096 円 22,145 円

 １ 株 当 た り 配 当 金 1,300 円 1,000 円 1,000 円

３．主な株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社敷島屋 

（２） 所 在 地 北海道札幌市中央区北二条西三丁目１番 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 中村 達也 

（４） 事 業 内 容 不動産賃貸業 

（５） 資 本 金 4,600 万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 23 年７月３日 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社敷島ホールディングス（100.0％） 

（８）
上 場 会 社 と

当 該 会 社 の 関 係

当社との間に記載すべき資本関係、人的関係及び取引関係を含む

利害関係はありません。 

４．取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数

0 株 

（議決権の数：0 個） 

（議決権所有割合：0.0％） 

（２）
取得株式数及び異動後

の 所 有 株 式 数

3,640 株（予定） 

（議決権の数：3,640 個（予定）） 

（議決権比率：100％（予定）） 

株式取得実行日の前日までに敷島機器は、株式会社敷島屋が保有する 5,500 株の自社株買いの実行

を予定しており、予定通り自社株買いが完了しますと敷島機器が保有する自己株式は 6,020 株となり

ます。 

敷島機器の発行済株式数 9,660 株のうち、上記の自己株式 6,020 株を除いた 3,640 株を当社が取得

することにより同社を 100％子会社とする予定であります。 

なお、取得価額につきましては、当社における本件取得条件の妥当性確保のため、第三者専門機関

による株式価値算定結果等も勘案のうえ決定しております。 

５．日 程 

（１） 株式譲渡契約締結日 平成 28 年３月 17 日 

（２） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成 28 年３月 31 日（予定） 

６．今後の見通し 

 本株式取得による平成 28 年３月期の当社連結業績への影響は、軽微であります。 

以 上


